一般社団法人益田市スポーツ協会
　服務規程
一般社団法人益田市スポーツ協会
服　務　規　程
第１章　総　　則
(目　的)
第１条　この規程は、職員の服務について必要な事項を定めることを目的とする。
(原　則)
第２条　職員の服務について、この規程に定めのない事項については、労働基準法その他の法令の定めによる。
第２章　服 務 規 律
(服務の原則)
第３条　職員は、法令及び本会の諸規程を遵守し、地域のスポーツ振興に寄与すべき義務を深く自覚し、誠実かつ公正に勤務しなければならない。
 (命令に従う義務)
第４条　職員は、その職務を遂行するにあたって、会長の職務上の命令に、忠実に従わなければならない。ただし、その命令に対して意見を述べることができる。
 (秘密を守る義務)
第５条　職員は、職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。その職を退いた後もまた同様とする。
(職務に専念する義務)
第６条　職員は、その勤務時間及び職務上の注意力のすべてを、その職責遂行のために用いなければならない。
２　職員は、次の各号の一に該当する場合においては、あらかじめ会長の承認を得て、その職務に専念する義務を免除されることができる。
  (1) 職務に関連する公共団体又は団体等から委嘱を受けて、講演、講義を行う場合
　(2) 職務に関連する資格試験を受ける場合
　(3) 地方公共団体の非常勤の消防団員として、災害出動、救護、訓練、その他の消防団活動を行う場合
  (4) 研修を受ける場合
  (5) 厚生に関する計画の実施に参加する場合
  (6) 前各号に規定する場合を除くほか、会長が認める場合
３　職員は、前項の規定に基づき、職務に専念する義務の免除を受けようとする場合は、職務専念義務免除承認簿（様式第１号）に所要の事項を記載して、会長に届出なければならない。ただし、前項第３号に係る緊急を要するものについては、その事態終了後速やかに届け出ることをもって足りる。
(営利企業等の従事制限)
第７条　職員は、会長の承認を受けなければ、営利を目的とする私企業その他の団体の役員その他の地位を兼ね、若しくは自ら営利を目的とする私企業を営み、又は報酬を得て、いかなる企業若しくは事務も従事してはならない。
(政治的行為の制限)
第８条　職員は、勤務時間中いかなる政治的行為をしてはならない。
(勤務時間中の離席等)
第９条　職員は、その職務遂行上の必要以外は、勤務時間中みだりに席を離れてはならない。
２　職員は、用務のため一時執務の場所を離れようとするときは、あらかじめ、用務、行き先及び所要時間を事務局長に明かにしておかなければならない。

　
第３章　勤 務 時 間
(勤務時間、休憩時間及び休息時間)
第10条　職員の勤務時間は、１週間について40時間とし、月曜日から金曜日までのそれぞれ午前９時００分から午後６時００分まで（以下「正規の勤務時間」という。）とする。ただし、午後零時15分から午後１時までの休憩時間を置く。
２　毎月第１・第３月曜日は、週休日とする。
３　職員は、休憩時間を自由に利用することができる。
４　職員が、勤務することを命じられた場合を除き、休憩時間に対して給与は支給されない。
 (勤務時間外、週休日及び休日の勤務)
第11条　会長は、事務の状況により必要があるときは、職員に対し勤務時間外、週休日及び休日に勤務を命ずることができる。
(出　勤)
第12条　職員は、勤務時間開始と同時に執務を開始できるよう出勤しなければならない。
２　職員は、出勤したときは、直ちに出勤簿（様式第２号）に自ら押印しなければならない。
(欠　勤)
第13条　職員は、やむを得ず欠勤するときは、休暇欠勤簿（様式第３号）により、その理由及び時間を、あらかじめ会長に届出なければならない。ただし、やむを得ない場合は、事後直ちに届出なければならない。
第４章　休日及び休暇
(休　日)
第14条　職員の休日は、次のとおりとする。
　(1) 国民の祝日に関する法律に規定する休日
　(2) 年末及び年始
　　　　１月２日、同月３日まで及び12月29日から同月31日まで
２　会長は、事務の状況により必要があるときは、週休日及び前項の休日を他の日と振り替えて勤務させることができる。
３　休日が週休日と重複するときは、その日は週休日とみなす。
(休　暇)
第15条　職員の休暇は、第16条から第22条まで規定する休暇及び職員が会長の許可を得て、正規の勤務時間中に給与の支給を受けて勤務しない期間をいう。
２　休暇は、１日又は半日若しくは１時間を単位として与えることができる。１時間を単位として与えられた休暇を日に換算する場合は８時間をもって１日とする。
３　週休日及び休日をはさんで年次有給休暇又は慶弔休暇を与えられた場合は、週休日及び休日は、年次有給休暇又は慶弔休暇として取り扱わないものとする。
４　第18条から第20条まで及び第22条に規定する休暇の期間中には、週休日及び休日を含むものとする。
(年次有給休暇)
第16条　年次有給休暇は、労働基準法の定めに従うものとする。
２　第１項の年次有給休暇は、職員の請求する時季に与える。ただし、事業の正常な運営上やむ得ない場合には他の時季に変更することがある。
３　第１項の規定により、１年に与えられた年次有給休暇の日数に、残余（以下｢残日数｣という｡）が生じた場合は、翌年に繰り越すことができる｡ ただし、繰り越すことができる日数は、20日を限度（以下「基準日数」という。）とし、残日数が基準日数を超える場合は、基準日数とする。

４　職員は、第１項又は第２項の休暇を受けようとする場合は、休暇欠勤簿に所要の事項を記載して会長に提出しなければならない。
　(公務傷病による休暇)
第17条　職員が公務、天災その他不可抗力による傷病、疾病又は結核性疾患により、会長が公務傷病と認定したときは、１年以内の期間において、これを有給休暇とする。
２　前項の休暇を受けようとする場合は、休暇欠勤簿に当該負傷又は疾病が職務上の負傷又は疾病と認定されたことを示す書類、及び当該傷病に係る医師の診断書を添えて、会長に提出しなければならない。
(私傷病による休暇)
第18条　前条に定めるもののほか、職員が疾病にかかり又は傷病を受けた場合において、会長が療養を必要と認めたときは、6ヶ月以内の期間はこれを有給休暇とする。
２　職員は、前項の休暇を受けようとする場合は、休暇欠勤簿に所要の事項を記載し、医師の診断書を添えて、会長に提出しなければならない。ただし、当該休暇の期間が週休日及び休日を除いて引続き６日以内のものであるときは、この限りでない。
(生理休暇)
第19条　会長は、生理日の就業が著しく困難な職員が生理休暇を請求したときは、２日を超えない範囲で生理休暇を与える。
２　職員は、前項による休暇を受けようとする場合は、休暇欠勤簿に所要の事項を記載して会長に提出しなければならない。
(産前産後休暇)
第20条　会長は、産前６週間以内（出産予定日を含む。多胎妊娠のときは14週間とする。）の職員が、休暇を請求したときは、産前の休暇を与える｡ 
２　産後の休暇は、８週間とする。
３　職員は、第１項に規定する休暇を受けようとする場合は、休暇欠勤簿に所要の事項を記載し、出産予定日の証明書（医師又は助産婦が作成したものに限る。）を添付し、会長に提出しなければならない。
４　職員は、産後速やかに出産届（様式第４号）を、会長に提出しなければならない。
(慶弔休暇)
第21条　職員は、会長の承認を得て、次の各号に掲げる有給休暇を受けることができる。
　(1) 本人の結婚      　　７日以内
　(2) 妻の出産  　　　　３日以内
　(3) 忌　　　引          次の表のとおりとする

	死亡した者
	　日　　　　　　　　数
	備考

	
	血族
	姻族
	

	配偶者
	１０日以内
	1.生計を一にする姻族の場合は、血族に準ずる。

2.いわゆる代襲相続の場合において、祭具等の継承を受けた者は、血族の父母及び子に準ずる。

	父母
	７日以内
	３日以内
	

	子
	５日以内
	１日
	

	祖父母
	３日以内
	１日
	

	孫
	１日
	
	

	兄弟姉妹
	３日以内
	１日
	

	叔父叔母
	１日
	１日
	

	甥姪
	１日
	１日
	


２　職員は、前項の休暇を受けようとする場合は、休暇欠勤簿に所要の事項を記載して、会長に提出しなければならない。
(特別休暇)
第22条　会長は、職員が次の各号に掲げる事由により、休暇を請求したときは、その都度必要と認める期間（第３号による期間は、１週間を超えない範囲とする。）の休暇を与える。
　(1) 伝染病予防法による交通遮断又は隔離
　(2) 風水震火災その他の非常災害による交通遮断
　(3) 風水震火災その他の天災地変による職員の現住居の滅失又は破損
      （台風の来襲等による事故発生の防止措置を含む。）
　(4) その他交通機関の事故等の不可抗力の原因
　(5) 職務に関し、証人、鑑定人、参考人として官公署への出頭
　(6) 選挙権その他の公民権の行使
　(7) 生後１年に達しない生児を育てる女子職員の授乳（１日２回、各々30分）
２　職員は、前項の休暇を受けようとする場合は、休暇欠勤簿に所要事項を記載して、会長に提出しなければならない。
(休暇の手続)
第23条　休暇は、あらかじめ会長の承認を受けておかなければならない。
２　病気その他やむを得ない事由により、前項の規定によることができなかった場合には、その勤務しなかった日から週休日及び休日を除き、遅くとも３日以内に、その理由を付して、会長に休暇の承認を求めなければならない｡

(嘱託・臨時職員)
第24条　嘱託職員及び臨時職員の勤務時間、休日及び休暇については、第10条から第23条までの規定にかかわらず、会長が他の職員の勤務時間等との均衡を考慮して、別に定めるものとする。
第５章　育児・介護休業等
(育児休業等)
第25条　育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成７年法律第107号）に基づき、職員が育児・介護休業等をする場合は、別に定める規程によるものとする。
第６章　報告及び届出
(住所届)
第26条　職員は、現住所を移動した場合は、すみやかに住所届を会長に再度提出しなければならない。
(身上変更届)
第27条　職員は、姓名若しくは学歴に変更を生じた場合は、身上変更届（様式第５号）に当該変更等の事実を証明する書類を添えて、会長に提出しなければならない。
(復　命)
第28条　職員は、公務旅行から帰った場合は、すみやかに文書又は口頭をもってその状況を会長に報告しなければならない。
(事務の引継ぎ)
第29条　職員は、休職、退職その他の事由によって担当事務が替わった場合は、速やかに文書（様式第６号）をもって後任者又は会長の指名する職員にその事務を引き継がなければならない。
２　職員は、出張、休暇その他の理由により不在となる場合は、その担当する事務の処理について支障が生じないようあらかじめ必要な事項を事務局長に申し出なければならない。　
第７章　安全及び衛生
(安全及び衛生)
第30条　職員は、常に職場の整理整頓を行い、災害の予防、衛生の向上等に努めなければならない。
(健康診断)
第31条　職員は、毎年１回定期健康診断を受けなければならない。
２　定期健康診断の結果、特に必要のある場合は、会長はその者の就業を一定期間禁止することができる。
(火災予防等)
第32条　職員は、常に火災予防のため必要な万全の措置をとらなければならない。
（火気点検）

第33条　最終に退局する職員は、火気の取締り及び使用火器の点検をしたうえで退出しなければならない。
(非常持出の表示)
第34条　職員は、火災その他の非常災害に備え、重要な書類及び物品に「非常持出」の表示をし、あわせて所要数の非常袋を備え付けておかなければならない。
附　則
　この規程は、令和２年６月６日から施行する。

様式第１号

職　務　専　念　義　務　免　除　承　認　簿

	決裁
	職名
	氏名
	実施先又は主催団体
	従事しようとする内容等
	期間及び１日当り所要時間
	従事を必要とする理由
	印

	会長
	事務局長
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	名　称
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	所在地

又　は

開催地
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	事業等の内容
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	名　称
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	所在地

又　は

開催地
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	事業等の内容
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	名　称
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	所在地

又　は

開催地
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	事業等の内容
	
	
	
	
	


様式第２号

出　　勤　　簿
（様式は省略）

様式第３号

休　暇　･　欠　勤　簿

	
	
	職名
	
	氏名
	
	本年請求できる

年次有給休暇
	　　　　　　日

	会長
	事務局長
	期間
	休暇
	欠勤
	理由
	印
	出勤簿手入れ
	残日数

	
	
	
	日数及び時間
	区分
	
	
	
	
	

	
	
	　  月　　日　　時　　分
　  月　　日　　時　　分
	　　 日
	
	　　 日
	
	
	
	

	
	
	
	　　 時
	
	　　 時
	
	
	
	

	
	
	　  月　　日　　時　　分
　  月　　日　　時　　分
	　　 日
	
	　　 日
	
	
	
	

	
	
	
	　　 時
	
	　　 時
	
	
	
	

	
	
	　  月　　日　　時　　分
　  月　　日　　時　　分
	　　 日
	
	　　 日
	
	
	
	

	
	
	
	　　 時
	
	　　 時
	
	
	
	

	
	
	　  月　　日　　時　　分
　  月　　日　　時　　分
	　　 日
	
	　　 日
	
	
	
	

	
	
	
	　　 時
	
	　　 時
	
	
	
	

	
	
	　  月　　日　　時　　分
　  月　　日　　時　　分
	　　 日
	
	　　 日
	
	
	
	

	
	
	
	　　 時
	
	　　 時
	
	
	
	

	
	
	　  月　　日　　時　　分
　  月　　日　　時　　分
	　　 日
	
	　　 日
	
	
	
	

	
	
	
	　　 時
	
	　　 時
	
	
	
	

	
	
	　  月　　日　　時　　分
　  月　　日　　時　　分
	　　 日
	
	　　 日
	
	
	
	

	
	
	
	　　 時
	
	　　 時
	
	
	
	


注意１．休暇の区分欄には、年次、公務傷病、死傷病、特別の各休暇のうち該当事項を記載すること。

　　２．理由欄は、具体的に詳記し、旅行の場合は行先も記載すること。

様式第４号

	出　　　産　　　届

　　私は、下記のとおり出産しましたのでお届けします。

　　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　職　名

　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　印

　　一般社団法人益田市スポーツ協会
　　会長　　　　　　　　　　　　様

記



	出産の年月日
	　　　　　年　　月　　日

	許可を受けている

休業期間


	　　　　　年　　月　　日から

　　　　　年　　月　　日まで　　　　　日間

	備考
	


注意１．出産とは、妊娠４ヶ月（85日）以上の分娩とし、出生のみならず死産も含む。

　　２．出産の事実を証明する医師の出産証明等の書類を一部添付すること。

　　３．備考欄には、出生、死産の別等を記入すること。

様式第５号

	身　上　変　更　届

　　下記の事項について変更がありましたのでお届けします。

　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　職　名

　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　印

　　一般社団法人益田市スポーツ協会
　　会長　　　　　　　　　　　　様



	　　※1.氏名変更　　　2.学歴変更　　　3.資格変更

	変更種別
	新
	旧
	変更年月日

	ふりがな
	
	
	

	氏　　名
	
	
	　　　年　　月　　日

	学　　歴
	学校名
	学部科名
	修学期間
	卒（修）・中退

	
	
	
	　 年　月から

　 年　月まで
	　　　年
	　　　　　中退

第　　学年

　　　　　卒業

	資　　格
	　名　　　　　　　　　　称
	取　得　年　月　日

	
	
	年　　　月　　　日


注意１．※欄は、当該事項を○で囲むこと。

　　２．氏名の変更には、住民票記載事項照明書を添付すること。

　　３．学歴の変更及び資格（社会保険労務士、税理士、公認会計士に限る。）を

　　　取得した場合には、その事実を証する書類を添付すること。

　　４．この届は、２部提出すること。

様式６号

　　　　　　　　　　　　　事務引継ぎ書
	益田市観光協会
	
	起案者名
	

	所属課等
	
	作成年月日
	

	主な業務内容と手続き
	

	必要な資料の状況
	

	現在抱えている課題
	

	承　認
	会長
	事務局長
	
	
	担当者
	備　考
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